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（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）

◇政策の指標

◇平成27年度の政策評価（政策の概要）

◇平成27年度の政策評価（政策の進捗・課題）

人口減少社会にあって、道州制を視野に入れた基礎自治体の自立強化に向け、特別自治市の実現を目指すとと
もに、圏域の中枢都市として、三遠南信地域等の広域連携を推進する。

＜進捗＞ 計画通り
国への働きかけにより、一層の権限移譲を盛り込んだ地方分権一括法が制定されるなど基礎自治体の自立強
化に一定の進展が図られたが、その究極の姿である特別自治市の実現に向け、引き続き取組を図る必要があ
る。また、広域連携の推進に向け、三遠南信サミット宣言を踏まえ、三遠南信地域における連携体制の強化に向
けた取組を一層図る必要がある。

実績
目標

18 18
実績 14

三遠南信地域連携ビジョン重点プロジェクト
の実施件数

件 18
目標

17 30
実績 28

権限移譲件数累計
件 84

目標

年間経費(予算又は決算+A+B) 55,801 58,091

政策指標 単位
H36
目標値

年度 H27 H28

人件費（A） 42,000 42,000
報酬（B）

予算 14,909 16,091
決算 13,801

政策シート

◆基本政策 市民と共に未来をつかむ都市経営

人口減少社会にあって、道州制を視野に入れた基礎自治体の自立強化に向け、“しずおか型特別自治市”の実
現を目指すとともに、圏域の中枢都市として、三遠南信地域等の広域連携を推進する。

H27 H28

10年後の目標 協働に関わる多様な主体が連携し、協働による質の高い市民サービスが提供されてい
る。

公共インフラの整備・維持・管理に民間活力の導入が進んでいる。

28
（作成日）

「分野」 地方自治・都市経営

30年後の姿 協働による持続可能な都市経営を推進し、全国をリードする自立した基礎自治体になってい
る。

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

7

（政策名） 基礎自治体としての自立

（予算費目名） 企画費

100405000 企画課 藤野　仁 平成
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◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 非常勤2,800

計 58,091 16,091 6.0
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5,700 5,0003
富士山静岡空港利用促進協

議会支援事業（負担金）

3,356 3.0

0.1

2 広域行政推進事業 ○○○  24,356

2.9○  28,035 7,7351 大都市制度調査研究事業 ○

報酬
（千円）

正規
再任用
(31h)

再任用
(26h) 非常勤

完
了

コスト
（千円）

事業費
（千円）

人工
事業名

総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

企画課 藤野　仁 平成 28 7 1
平成28年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）

00405000
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◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

実績値

H31 H36
目標値

年度 H27 H28 H30

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No
実績値

目標値

年度 H27 H28 H30 H31

年度 H27

H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No
実績値 28
目標値 17 30 31 38 84

H28 H30

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No
権限移譲件数累計（件） 143

H31 H36

10 20
実績値 3
目標値 2 5 8

特別自治市の法制化に向けた国への働きかけ回数累計（回） - 142
年度 H27 H28 H30 H31 H36

非常勤

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

人工

正規 3.0 2.9
再任用(h31)
再任用(h26)

人件費(報酬等) (千円)
人件費　(千円) 21,000 20,300

一般財源 5,861 7,735
一般会計繰入金

国・県支出
市債
その他

H27 H28

事業費(千円) 予算 6,552 7,735
決算 5,861

－ ○ ○平成19年度 - 一般会計 自治事務（その他）

根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分

人口減少社会にあって、道州制を視野に入れた基礎自治体の自立強化に向け、地方分権の究極の姿“しずおか
型特別自治市”の実現を目指す。

大都市が抱える課題の解決と基礎自治体の自立強化に向け、指定都市市長会をはじめとした各自治体との連
携のもと、更なる地方分権の推進や特別自治市の法制化、道州制の実現等に必要な調査研究を進めるととも
に、国等に働きかけを行う。
（1）指定都市市長会、道州制推進知事・指定都市市長連合等
（2）県・政令指定都市サミット
（3）静岡市・浜松市首脳会合
【重点戦略項目№142】
（4）“しずおか型特別自治市”推進
【重点戦略項目№143】
（5）県からの権限移譲
（6）大都市制度改革など地方制度改革への対応

7 1

事業シート （事業名） 大都市制度調査研究事業

平成 28
（作成日）

00405000平成 28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

企画課 藤野　仁



07 01 02 01 年 月 日

◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類事業推進 調査・研究

現状

・引き続き、指定都市市長会等と連携し、要望活動や提案募集制度の活用等により、一層の権限・財源の移譲を
図るとともに、特別自治市の法制化を目指す。また、特別自治市に関する市民への理解を深めるため講演会等
を実施する。

現状

・指定都市市長会を通じた要望や提案募集制度の活用等により、国による、農地転用許可に係る権限移譲や新
たな雇用対策の仕組み（地方版ハローワーク）の制度化などの制度改正につながった。

大項目 現状 小項目 -

（管理番号） （担当課）

- 事業費 現状 人工

- 事業費 現状 人工

00405000

大都市が抱える課題の解決と基礎自治体の自立強化に向け、指定都市市長会をはじめとした各自治体との連
携のもと、更なる地方分権の推進や特別自治市の法制化、道州制の実現等に必要な調査研究を進めるととも
に、国等に働きかけを行う。
（1）指定都市市長会、道州制推進知事・指定都市市長連合等
（2）県・政令指定都市サミット
（3）静岡市・浜松市首脳会合
【重点戦略項目№142】
（4）“しずおか型特別自治市”推進
【重点戦略項目№143】
（5）県からの権限移譲
（6）大都市制度改革など地方制度改革への対応

指標の達成度

計画通り

・指定都市市長会を通じた「国の施策及び予算に関する提案（白本）」及び「大都市財政の実態に即応する財源
の拡充についての要望（青本）」の提案や、本市単独の提案により国へ特別自治市の法制化を働きかけた。
・条例による事務処理の特例制度の活用や地方分権一括法の施行等により、「自然公園内における行為の許
可」、「特別児童扶養手当の受給資格の認定」などの事務権限が移譲された。

大項目 現状 小項目 -

平成28年度
企画課 藤野　仁 平成 28 7 1

（作成日）（責任者）
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◇事業工程表

・県からの権限移譲（G3
合意分）

・一層の権限・財源移譲
に向けた国、県への要
望、調整等

143

・県からの権限移譲（G3
合意分）

・一層の権限・財源移譲
に向けた国、県への要
望、調整等

・県からの権限移譲（G3
合意分）

・一層の権限・財源移譲
に向けた国、県への要
望、調整等

・県からの権限移譲（G3
合意分）

・一層の権限・財源移譲
に向けた国、県への要
望、調整等

H30

142

・特別自治市の法制化
に係る国への要望

・特別自治市の法制化
に係る国への要望

・特別自治市の法制化
に係る国への要望

・特別自治市の法制化
に係る国への要望

No. H27 H28 H29 

補助シート （事業名）大都市制度調査研究事業　　

平成 28 7 1平成28年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）
00405000 企画課 藤野　仁



07 01 02 01 02 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

実績値

H31 H36
目標値

年度 H27 H28 H30

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

20
実績値 1
目標値 2
年度 H27 H28 H30 H31

4 8

三遠南信地域における新規連携施策数累計（件） Ⅲ-4(2)イ

10

年度 H27

H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No
実績値 2
目標値 2 4 8 10 20

H28 H30

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No
遠州広域行政推進会議での調査・研究件数累計（件） - 141

H31 H36

18 18
実績値 14
目標値 18 18 18

三遠南信地域連携ビジョン重点プロジェクトの実施件数（件） - 140
年度 H27 H28 H30 H31 H36

非常勤

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

人工

正規 2.9 3.0
再任用(h31)
再任用(h26)

人件費(報酬等) (千円)
人件費　(千円) 20,300 21,000

一般財源 2,824 3,116
一般会計繰入金

国・県支出
市債
その他 116 240

H27 H28

事業費(千円) 予算 3,357 3,356
決算 2,940

○ ○ ○昭和47年度 - 一般会計 自治事務（その他）

根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分

交通網や情報通信機能の発達などにより、市民の日常生活圏や経済活動が市域を越えて広域化するとともに、
人口減少社会への対応として広域連携の必要性が高まる中、圏域の中枢都市として、三遠南信地域等の連携を
深めることで、地域課題の解決と圏域の更なる発展を目指す。

【重点戦略項目№140、141】
東三河、遠州及び南信州の「三遠南信地域」における官民連携組織である「三遠南信地域推進ビジョン会議」
（SENA）について、会長市として地域内の産官学金の連携と地域活性化に向けた取組を進めるとともに、更なる
体制強化を図る。
また、遠州地域8市1町の首長からなる「遠州広域行政推進会議」について、地域の共通課題に関し共同研究を
進め、その解決に向けた取組を図る。

7 1

事業シート （事業名） 広域行政推進事業

平成 28
（作成日）

00405000平成 28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

企画課 藤野　仁



07 01 02 01 年 月 日

◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類管理・監視 団体運営

現状

SENAについて、サミット宣言を踏まえ、本地域に適した連携のあり方に係る研究会を設置し、関係市町村による
検討を進める。

縮小

平成27年度から、遠州広域行政推進会議及び三遠南信地域連携ビジョン推進会議（SENA）による効率的な連携
体制のもと、地域課題の解決に向けた各種活動を展開した。

大項目 改善 小項目 収集・分析

（管理番号） （担当課）

事業費 現状 人工

事業費 現状 人工

00405000

【重点戦略項目№140、141】
三遠南信地域における官民連携組織である「三遠南信地域推進ビジョン会議」（SENA）について、会長市として
地域内の産官学金の連携と地域活性化に向けた取組を進めるとともに、更なる体制強化を図る。
また、遠州地域8市1町の首長からなる「遠州広域行政推進会議」について、地域の共通課題に関し共同研究を
進め、その解決に向けた取組を図る。

指標の達成度

計画通り

・三遠南信地域の連携においては、豊橋市及び飯田市とともに「三遠南信地域推進ビジョン会議」（SENA）の事務
局を運営し、新たにSENA内に設置した事業部会で14の重点プロジェクトを推進した。また、三遠南信サミットin東
三河を開催し(平成28年2月15日）、サミット宣言においては、この地域に適した広域連合のあり方についての研
究会を立ち上げるなど、平成28年度の実現を目途として各自治体間の協議を加速することに合意した。

・遠州広域行政推進会議においては、経済・産業分野での連携及び地域公共交通に関する連携について8市1町
の共同研究成果を報告し、経済・産業分野においては、創業支援事業を遠州広域の連携事業として実施した。ま
た、広域連携による文化財の保護と活用及び健康寿命の延伸に向けた連携について共同研究を進めるなど、地
域の行政課題について議論を深めた。

大項目 改善 小項目 統合・再構築

平成28年度
企画課 藤野　仁 平成 28 7 1

（作成日）（責任者）
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◇事業工程表

・遠州会議の開催（年2
～3回）
・調査・研究を実施（年２
件）

141

・遠州会議の開催（年2
～3回）
・調査・研究を実施（年２
件）

・遠州会議の開催（年2
～3回）
・調査・研究を実施（年２
件）

・遠州会議の開催（年2
～3回）
・調査・研究を実施（年２
件）

H30

140

・三遠南信サミットの実
施
・重点プロジェクトの実
施

・三遠南信サミットの実
施
・重点プロジェクトの実
施

・三遠南信サミットの実
施
・重点プロジェクトの実
施

・三遠南信サミットの実
施
・重点プロジェクトの実
施

No. H27 H28 H29 

補助シート （事業名）広域行政推進事業　　

平成 28 7 1平成28年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）
00405000 企画課 藤野　仁
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◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

実績値

H31 H36
目標値

年度 H27 H28 H30

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No
実績値

目標値

年度 H27 H28 H30 H31

年度 H27

H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No
実績値

目標値

H28 H30

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

H31 H36

実績値

目標値

-
年度 H27 H28 H30 H31 H36

非常勤

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

人工

正規 0.1 0.1
再任用(h31)
再任用(h26)

人件費(報酬等) (千円)
人件費　(千円) 700 700

一般財源 5,000 5,000
一般会計繰入金

国・県支出
市債
その他

H27 H28

事業費(千円) 予算 5,000 5,000
決算 5,000

－ － －平成21年度 - 一般会計 自治事務（その他）

根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分

地域の産業経済の活性化や地域の発展等のため、民間団体、他の行政機関、企業等とともに、富士山静岡空港
の利用促進、需要拡大を図る。

県下の民間団体、行政機関等が一体となって、富士山静岡空港の利用促進、需要の拡大を図り、空港を活用し
た地域の産業経済の活性化や地域の発展等を図るために設立された富士山静岡空港利用促進協議会の構成
員として参画するとともに、負担金を支出する。

7 1

事業シート （事業名） 富士山静岡空港利用促進協議会支援事業（負担金）

平成 28
（作成日）

00405000平成 28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

企画課 藤野　仁



07 01 02 01 年 月 日

◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類補助・助成 負担金・拠出金

現状

今後も、需要動向等必要な情報を収集分析し、構成員として利用促進事業の適正な実施に関わっていく。

現状

富士山静岡空港利用促進協議会の構成員として、需要動向等に即した利用促進事業の実施に協力し、空港利
用者数の増につながった。

大項目 改善 小項目 収集・分析

（管理番号） （担当課）

事業費 現状 人工

事業費 現状 人工

00405000

県下の民間団体、行政機関等が一体となって、富士山静岡空港の利用促進、需要の拡大を図り、空港を活用し
た地域の産業経済の活性化や地域の発展等を図るために設立された富士山静岡空港利用促進協議会の構成
員として参画するとともに、負担金を支出した。

指標の達成度

富士山静岡空港利用促進協議会の構成員として会議への参画や負担金の支出、事業への協力等を行い、空港
利用客の増加に寄与した。

大項目 改善 小項目 収集・分析

平成28年度
企画課 藤野　仁 平成 28 7 1

（作成日）（責任者）


